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◎「我が国の国際競争力を強化するためのＩＣＴ研究開発・標準化戦略（案）」に対する意見募集（平成２０年４月２５日から５月２６日まで）

　提出された意見：５件
　　・　日本弁護士連合会
　　・　日本知的財産協会
　　・　ＫＤＤＩ
　　・　３Ｄコンソーシアム
　　・　個人
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意見提出元 意見の概要 意見に対する委員会の考え方
日弁連 　ICT分野における国際競争力強化の重要性は明白であり、我が国を含めた国

際競争力上位国がさらなる持続的成長を実現するためには，イノベーションによ
る競争力，生産性の向上が必須である。

　我が国の国際競争力強化が重要であるとの御
意見については、本委員会においても、同様の認
識であり、我が国の国際競争力を強化する観点か
ら、研究開発及び標準化の今後の戦略について、
審議してきたところです。今後、本戦略の推進を通
じ、イノベーション創出による競争力強化及び生産
性向上が図られることを期待します。

日弁連 　競争力を実際に生み出すのは政府ではなく企業である。政府が為すべきこと
は、競争力形成を阻害する行政組織・制度のイノベーションである。特に、ICT分
野において政府の役割として重要なのは、ICTを使って高度な知的作業を行なう
人材や、リスクをとる資本が生産性の高い産業に移動できるよう労働市場・資本
市場を活性化するという方向での規制の革新的見直しである。
　現在、我が国のICT分野における国際競争力強化のために政府に対して求め
られているのは、スピーディに省庁間横断的な政策調整を行い、競争力阻害要
因を除去する規制のイノベ ションを行うことである 「「我が国の国際競争力を

　我が国の国際競争力強化が重要であるとの御
意見については、本委員会においても、同様の認
識であり、我が国の国際競争力を強化する観点か
ら、研究開発及び標準化の今後の戦略について、
審議してきたところです。
　頂いたご意見については、今後政府が制度の見
直し等の具体的な検討を行う際に、参考にすべき
と考えます

１．報告書全体に関する御意見
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因を除去する規制のイノベーションを行うことである。「「我が国の国際競争力を
強化するためのＩＣＴ研究開発・標準化戦略（案）」に盛り込まれた諸施策実現に
あたっては、このような制度上の環境整備をあわせて行う必要がある。

と考えます。

意見提出元 意見の概要 意見に対する委員会の考え方
日本知的財産協会 　産学官連携についての重要性が述べられており、より効果的・効率的な研究開

発の推進を提言されている。産学官連携へ参画する企業にメリットの出る（デメ
リットが生じない）連携形態を実現し、積極的な参画が図れるような牽引を官とし
て取組んで頂きたい。

　今般の「我が国の国際競争力を強化するためのＩ
ＣＴ研究開発・標準化戦略（案）」に賛同される御意
見として承ります。

ＫＤＤＩ 　本研究開発戦略は、時宜を得た適切なものと考える。本研究開発戦略に沿っ
て支援施策が実施され、国際社会の更なる発展と我が国のICT国際競争力強化
に資することを期待する。

　今般の「我が国の国際競争力を強化するためのＩ
ＣＴ研究開発・標準化戦略（案）」に賛同される御意
見として承ります。

２．研究開発戦略に関する御意見（全体）
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意見提出元 意見の概要 意見に対する委員会の考え方
３Ｄコンソーシアム 　立体映像技術について、ロードマップにおいて関連の重要な技術が網羅されて

いるが、コンテンツ関係の取り組みや立体の効能や効果を探求する取り組みが
弱い。

　今般は立体映像技術に係る研究開発ロードマッ
プを中心に検討したものです。今後本ロードマップ
を踏まえ、立体映像技術を利活用したコンテンツに
係る取組や立体の効能や効果を探求する取組等
が活発に行われることを期待します。

３Ｄコンソーシアム 　立体映像技術について、学際的研究となるため、民間だけでは研究が難しく、
政府として取組を強化してほしい。

　今般の「我が国の国際競争力を強化するためのＩ
ＣＴ研究開発・標準化戦略（案）」においても、立体
映像技術を我が国として重点的に取り組むべき課
題及び政府が今後一層重点的に取り組むべき課
題として、位置付けております。今後、政府におい
て、立体映像技術の研究開発に重点的に取り組ま
れることを期待します。

３．研究開発戦略に関する御意見（第３章関係）
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意見提出元 意見の概要 意見に対する委員会の考え方
日本知的財産協会 　多様な技術から成り立ち、新規技術の研究・開発がグローバルワイドで活発な

ICT分野に特化した国際標準化戦略を、国内の国際標準化体制の強化、標準化
人材の確保、国際連携の推進と相互接続性の確保、ICT知的財産戦略の策定、
国際標準化活動への支援、国際標準化活動の普及・啓発体制等を含む広範な
観点で国のレベルで策定・推進されることを高く評価する。

　今般の「我が国の国際競争力を強化するためのＩ
ＣＴ研究開発・標準化戦略（案）」に賛同される御意
見として承ります。

日本知的財産協会 　大学が標準化により深く携わり専門知識を蓄積することで、標準化をテーマに
した企業とのプロジェクトが増え、産学連携の活性化に繋がることを期待する。

　今般の「我が国の国際競争力を強化するためのＩ
ＣＴ研究開発・標準化戦略（案）」に賛同される御意
見として承ります。

ＫＤＤＩ 　国際標準化の場で優位に対応できるよう、国内の標準化体制を総点検して国
際標準化活動を強化する際、「市場影響力の大きいコンソーシアムやフォーラム
にも積極的に参加すべき。」(1.5.3節/P.148ほか)という点が重要と考えます。
　「日本発」の技術を単独で標準化するような姿勢ではなく、外国技術とWin-Win
関係を構築できる技術標準を目指す（1.5.5節/P.148）、「国際共生力」を重視した
取組みが重要だと考えます

　今般の「我が国の国際競争力を強化するためのＩ
ＣＴ研究開発・標準化戦略（案）」に賛同される御意
見として承ります。
　なお、メーカ・ベンダー各社がビジネス戦略、知
財戦略に沿って標準化活動を進めるのが基本で
すが 企業単独の取り組みでは限界があるので

４．標準化戦略に関する御意見（全体）
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取組みが重要だと考えます。
　国際標準化は、消費者にとっては製品の互換性が担保される、また通信事業
者にとってはネットワークの相互接続性が確保されるという効果を生みますが、
メーカー・ベンダーにとっては自社技術優位性と海外企業と対等以上の知的財
産権を確保する利益があり、国際競争力に直結します。従って、自社製品を世界
販売するメーカー・ベンダー各社が主体的に国際標準化に取り組むことが必要と
考えます。
　国際標準化は、かつての国対国という図式から、昨今は民間企業対民間企業
の構図に変わっており、民間企業間の力関係が結果として特定国の国際競争力
増大につながっています。したがって、国と民間企業が両輪となり、国際標準化
に係る国の施策の後押しによって、我が国の民間企業が国際標準化の場にお
いて充分に力を発揮できるようなることを期待します。

すが、企業単独の取り組みでは限界があるので、
これを支援するため、今般の「我が国の国際競争
力を強化するためのＩＣＴ研究開発・標準化戦略
（案）」による各種施策の実施が必要であると考え
ます。
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意見提出元 意見の概要 意見に対する委員会の考え方
個人 　現状と課題の現状の分析において、携帯電話市場のシェアと特許出願もしくは

標準化への取り組みや、収益と特許との相関関係の分析はいかがでしょうか？
　市場シェアが高くても収益が不安定といわれている会社もあり、上位にいなくて
も事業として成功している会社もあると思います。市場一位でなくそれなりに収益
を上げていると、標準化活動に対してもあまり重点が置かれないのではないで
しょうか。現在標準化をリードしている国は、自経済圏内に巨大市場を持つ場合
が多いため、そこそこの国内市場を持つ日本としてどう対応するのか考えが必要
です。

　今般の「我が国の国際競争力を強化するためのＩ
ＣＴ研究開発・標準化戦略（案）」を着実に実施する
ことにより、我が国の現状に対応した国際標準化
活動が推進されることを期待します。

意見提出元 意見の概要 意見に対する委員会の考え方
ＫＤＤＩ 　「ＩＣＴ国際標準化戦略マップ」の運営経費(2.5.4節/P.254)については、マップの

スコープの精査および既存標準化団体の機能、能力を最大限に活用することに
よって削減に努めるとともに、利用者の費用負担を検討する際には受益者負担
の原則を徹底することが重要と考えます

　ＩＣＴ国際標準化戦略マップの整備に関して、「我
が国の国際競争力を強化するためのＩＣＴ研究開
発・標準化戦略（案）」に賛同される御意見として承
ります

５．標準化戦略に関する御意見（第１章関係）

６．標準化戦略に関する御意見（第２章関係）
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の原則を徹底することが重要と考えます。 ります。
　「ICT標準化戦略マップ」の運用経費を節減すべ
きとの意見については、本委員会も同様の認識で
あり、今後ＩＣＴ標準化・知財センターにおいて、国
際標準化活動を推進する際に、参考にすべきと考
えます。

意見提出元 意見の概要 意見に対する委員会の考え方
日弁連 　知的財産権の流れは，独占から開放に向かっている。ボーダレスなICT分野で

は技術が普及して市場での標準にならない限り，有力特許も宝の持ち腐れとな
る。ネットワーク時代においては，どんなに優れた企業でも単独で標準技術を作
ることはできない。こうして，いわゆる「特許の藪」の解決策として，技術標準化と
これに伴うパテントプールが必然的な流れとなる。
　標準化活動には，アウトサイダー問題，ホールドアップ問題，権利譲渡後のライ
センス条件の変更・拒否問題，パテントトロール問題等の問題が伴い、このよう
な紛争の予防と解決には，法律知識・実務経験に基づく専門的対応が必要であ
ることから、弁護士による法律的サービスの提供が不可欠である。
　従って，本制度の制度設計及び運用に際しては，弁護士の十分な関与を確保
していただくよう要望する。

　パテントプールの設立や標準化と知的財産に関
する紛争の予防と解決等の法律的な問題の対応
には法律知識・実務経験に基づく専門的対応が必
要との御意見については、本委員会においても同
様の認識であり、ＩＣＴ標準化・知財センターの運営
等において標準化・知財戦略を実施する際に、参
考にすべきと考えます。また、どのような形で弁護
士の関与を受けることが適切であるかは今後の検
討課題と考えます。

７．標準化戦略に関する御意見（第３章関係）

7



日本知的財産協会 　差止請求権の再検討、権利濫用法理の適用検討、即ち、侵害行為に対する差
止の認容判断において、一定の客観的な基準（米国のE-Bay判決が提示する認
容判断に関する4つの要件など）に基づいて認容の可否を個別に判断していく制
度・方策の導入等の検討を関係省庁と連携してお願いしたい。
　国際標準化機関における検討に加え、パテントプール運用でのサブライセンス
の保護及び運用面について、関係省庁と連携して検討していただきたい。
　前節のパテントプール設立の迅速化の策として、RAND条件を選択した特許権
者に対してパテントプールが設立された場合の参加意思を予め確認することを、
パテントポリシー策定において検討していただきたい。
　「国の研究開発プロジェクト等で開発されたソフトウエアのうち将来共通的に使
用できるもの等については、オープンソース化も視野にいれた、有効活用するた
めの方策及び必要な制度面の検討を行う必要がある。」とあるが、委託研究成
果の民間活用の趣旨も踏まえ、受託企業の企業戦略も勘案した上での活用が
望ましいと考える。
　欧米企業に対抗して日中韓で連携をとることに賛同するが、日本がそのイニ
シャティブをとっていくことが望まれる。

　差止請求権とパテントプール運用に関する御意
見に関しては、今後の検討課題と考えます。
　パテントポリシーに関する意見については、政府
等においてISO,IEC,ITU共通のパテントポリシーの
改訂について検討を行う際に、参考にすべきと考
えます。
　国の研究開発プロジェクト等で開発されたソフト
ウェアの取扱いと日中韓の連携に関する御意見に
ついては、今後ＩＣＴ標準化・知財センターにおい
て、具体的な活動に取り組む際に、参考にすべき
と考えます。

８ 標準化戦略に関する御意見（第５章関係）
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意見提出元 意見の概要 意見に対する考え方
個人 　国際的な研究開発プロジェクトの成果を持って標準化活動へ参加する者も多い

ため、若い標準化エキスパートを育成するためにも、日本人研究者による積極的
な活動を期待します。

　今般の「我が国の国際競争力を強化するためのＩ
ＣＴ研究開発・標準化戦略（案）」に賛同される御意
見として承ります。

個人 　欧州の標準化で成功した企業では、標準化に参加している人に研究開発の方
針を決定する高い権限が与えられている。標準化エキスパートについても方針を
決定する高い権限を与えられることが望ましい。

　今般の「我が国の国際競争力を強化するためのＩ
ＣＴ研究開発・標準化戦略（案）」の検討において、
標準化エキスパート制度は、若手人材育成の中心
としての役割を担うものとして、検討を行ってきたも
のです。

８．標準化戦略に関する御意見（第５章関係）
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ＫＤＤＩ 　標準化人材の長期育成を国レベルで推進することに賛成します。
　「標準化エキスパート」のタイプとして、企業・大学等に属して標準化活動を行な
う人材（現役Ⅰ）、企業・大学等に属するもそこでは標準化以外の業務を行なって
いる人材（現役Ⅱ）、企業等には雇用されていない標準化人材（ＯＢ）の３タイプに
類型化されているところ（P.189）ですが、指導者となる「標準化エキスパート」へ
の選定対象としては「ＯＢ」を核とし、選定された者は知財・標準化センターに雇
用される形態を中心にすべきと考えます。
　「現役Ⅰ」は、現に企業において企業の事業目的に沿い活動している人材であ
り、ここに公的存在である知財・標準化センターが関与することは、却って当該人
材の負担を増加させて標準化活動を鈍らせる危険性があります。
　「現役Ⅱ」には、①企業内でより広い立場での管理を本来業務とする人材と、②
当該者の専門分野と企業の重点事業分野とのミスマッチにより標準化から遠ざ
かっている人材との２類型が想定されます。標準化会議への出席も期待される
「標準化エキスパート」への選定対象となるのは、②の人材が中心になると考え
ますが、この場合も選定された者はセンターに雇用される形態とし、当該者の
キャリアパスを提供する機会にするべきと考えます。
　知財・標準化センターが雇用する「標準化エキスパート」を、単なる教育者と位
置付けるのでは無く 民間企業の標準化作業の代行も業務とすることにより セ

　標準化人材の長期育成に関して、「我が国の国
際競争力を強化するためのＩＣＴ研究開発・標準化
戦略（案）」に賛同される御意見として承ります。
　標準化人材を派遣する仕組みについては、ＩＣＴ
標準化・知財センターにおける今後の検討課題で
あると考え、第５章及び第１０章に追記いたしま
す。
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置付けるのでは無く、民間企業の標準化作業の代行も業務とすることにより、セ
ンターを高度標準化人材派遣機関と位置付けることを提案します。この仕組みに
より、「ＯＢ」や「現役Ⅱ」で企業内に埋もれる人材に対し、先進諸外国に見られる
ような、高度標準化人材としての「新たなキャリアパスを提供すること（5.2.1節
/P.191）」が可能になります。

ＫＤＤＩ 　標準化人材の長期育成にあたり、公的な施策として長期育成プログラムを創設
することは意義ある考えであり、賛同するが、民間企業に「研修生」の派遣員数
を割り当てるような運営とならぬよう、注意が必要です。

　頂いた御意見につきましては、長期育成プログラ
ムの実施に当たって参考にすべきと考えます。

意見提出元 意見の概要 意見に対する委員会の考え方
個人 　標準化活動で連携することが目標であるならば、もっと積極的にCJKでなくAPT

代表としてアジアからの共同提案を進めるべきと考えます。
　第９章にも記載されているとおり、標準化を視野
に入れつつ研究開発段階からアジア・太平洋地域
の国々と共同研究を行い、早い時点から広くアジ
ア太平洋地域の国々の技術、提案を積極的に取
り入れることで、アジアからの共同提案を進めるこ
とができると考えています。

９．標準化戦略に関する御意見（第９章関係）
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日本知的財産協会 　アジア諸国に対して低下している我が国の競争力を向上させる戦略についても
検討すべきではないかと考える。

　本委員会においては、我が国の国際競争力を強
化する観点から、国際標準化戦略について、審議
してきたところです。
　今後、「我が国の国際競争力を強化するためのＩ
ＣＴ研究開発・標準化戦略（案）」の実施により、ア
ジアや世界から見た我が国の国際競争力が向上
することを期待します。

意見提出元 意見の概要 意見に対する委員会の考え方
日弁連 　第10章「図10-1　ICT標準化・知的財産プログラムの全体イメージ」のセンター

構想のようなスキームを適切に実現していくためには，合理的かつ法的に有効
な多数当事者間の合意を効率的に形成する必要がある。

　合理的かつ法的に有効な当事者間の合意を効
率的に形成していくことは重要であり、ICT標準化・
知財センターの具体化に当たって参考にすべきと
考えます。

日本知的財産協会 　ICT標準化・知財センターの設立は、我が国の標準化活動推進のために大変
有意義 ザが効率的に標準化活動を進めていただくとともに 他の関係省

　ＩＣＴ標準化・知財センターの設立に関して、「我が
国の国際競争力を強化するための Ｃ 研究開発

１０．標準化戦略に関する御意見（第１０章関係）
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有意義。ユーザが効率的に標準化活動を進めていただくとともに、他の関係省
庁や他の機関との連携を深めていただくことを望む。
　「センターの活動により得られた成果は、特段の理由がない限り、原則として参
加者で共有することが適当である(p.238)」とあるが、センターのミッションは我が
国全体の標準化活動を促進することと考えられるので、参加者以外に公開する
ことも検討していただきたい。

国の国際競争力を強化するためのＩＣＴ研究開発・
標準化戦略（案）」に賛同される御意見として承り
ます。
　ＩＣＴ標準化・知財センターの活動の成果について
は、公開することにより参加者に不利益を及ぼす
情報等に関して、必要に応じてアクセス制限を行う
場合もあると考えています。

ＫＤＤＩ 　既存の標準化団体が複数あり各々活動しているところに、更に「ICT標準化・知
財センター」を設けることは、例え連携の強化に努めたとしても、貴重な標準化リ
ソースが分散されてしまうことが懸念されることから、同センターの設置を機に、
関連する標準化団体の統合を進めるべきと考えます。

　第１０章にも記載されているとおり、ＩＣＴ標準化・
知財センターの主な機能は、戦略の企画及び立
案、調整機能等であり、ＩＣＴ標準化・知財センター
は自ら標準化活動等を行うものではありませんの
で、標準化リソースが分散される等の御懸念には
当たらないものと考えます。
　また、現時点においては、第８章にも記載されて
いるとおり、課題によっては、関係する団体のアド
ホックグループ等が合同で会議を行う等により、全
体として整合のとれた標準化を効率的に行う連携
方法を進めることが適切と考えます。
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